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熊本地震から２年、2018 年の経営環境 

～東日本大震災の今に学ぶ～ 
2018年 1月 4日 

公益財団法人地方経済総合研究所 

【はじめに】 

熊本地震から 2 年が経過する新年、本県の経営環境はどのように変化するのか？ 

罹災に伴い急変する経営環境のこれからを東日本大震災に学び、解決の方向性を探る。 

【要約】 

１．宮城県ＧＤＰ急回復とその特徴 

➢東北を代表して宮城県のGDP の推移を見ると、発震後、急回復している。 

➢しかし、それを牽引しているのは主に建設業であり、他の産業への波及は確認できない。 

２．本県の状況も似ている 

➢本県の生産活動の回復は宮城県よりも速く、新年のGDP は過去ピークを上回ると予想。 

➢しかし、景気回復の特徴は宮城県に共通している点に留意する必要がある。 

３．東北の今 

 ➢東北経済産業局の昨年 6 月時点（発震後 6年 3 ヵ月）の調査によると、売上が回復したの

は 45％（建設業を除けば 3 割程度）に止まる。 

 ➢東北では、「グループ補助金１/４負担分の資金繰りが重荷」との声が、聞こえ始めている。 

４．異業種連携の行動を 

 ➢東北の売上回復遅れの主因は、「従業員の不足」と「既存顧客の喪失」である。 

 ➢学ぶべきは、従来の延長線での個々の努力だけで乗り越えるには難しいハードルだという

問題意識の共有ではないだろうか。 

 

 

 

（１）宮城県GDP は急回復 

 宮城県GDP は、リーマンショックに震災が加

わり、8.8兆円から 7.7 兆円まで一気に下落した。 

 しかし、翌年から急回復している。 

 熊本県GDP も急回復しており、そのテンポは

宮城県より早い可能性がある。背景には、国や県

の素早い経済政策があり、功を奏していると思わ

れる。 

         

 

 

 

 

 

  

図表１ 宮城県と熊本県のＧＤＰ 

➢東日本大震災は、リーマンショックの大打撃の中で発生したが、急回復。 

➢しかし、その急回復の約７割は「建設業」で占められている。 

１．宮城県ＧＤＰ急回復とその特徴 

熊本東日本

資料：県民経済計算（内閣府）、熊本県の2015年度以降は推計値

2008年9月
リーマンショック

図表１ 宮城県と熊本県のＧＤＰ 
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（２）その特徴 

 震災のあった 2011年度は、建設業と電気機械

以外の全ての産業がマイナス成長となり、その後、

建設業が生産活動を支えている。 

 直近の 2014年度において、宮城県GDPの急回

復の約 7割は、建設業が担っている。 

 視点を変えれば、建設業以外の産業に経済効果

が波及していない状況が見えてくる。 

 

 

 

 

 

 熊本地震が地域経済に与えた影響を、月次で振

り返る。 

発震の月（一昨年 4月）、電気機械以外の全産

業がマイナス成長となった。翌月は「非営利」が

いち早く伸びており、医療・介護の懸命な活動は、

経済的視点からも再評価される。 

 7 月は、雨季の豪雨の厳しさが、立ち上がろう

とする生産活動を再び下押しした。 

 本県の本格復旧は一昨年 10 月から確認できる

が、建設業が主力であることに留意したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）宮城県の売上の回復状況 

右図アンケートの対象はグループ補助金利用

事業所であり、‘生産能力’は 100％回復している

状態での調査結果である。 

しかし、震災から 6年が経過しても、約 40％の

事業所の売上回復が 7割未満であり、7～9割を加

えると、50％を超える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．本県の状況も似ている 

図表２ 宮城県ＧＤＰの「２０１０年度」を基準にした増減 

➢本県の本格復旧を一昨年10月から確認できるが、本県でも、復旧の約3割は「建設業」。 

３．東北の今 

➢東北では、震災から 6年が経過した今日でも、売上は回復していない。 

図表４ 東北の売上の回復状況 

資料：当研究所「熊本県ＧＤＰ月次推計」 

要因は「商流変化」

（6年3ヵ月後）

グループ補助金
利用事業所

億円 億円

東日本大震災
2011年3月

図表３ 2015年度の熊本県ＧＤＰと比較した増減 
億円 億円

➢建設・非営利（医療・福祉等）部門の早期立ち上がりが、
他部門に波及。

➢製造業の本格的復旧は１０月以降。
※電気機械のＢＣＰに注目。

BCP

熊本県

資料：東北経済産業局2017年 6月アンケート 

資料：宮城県県民経済計算より作成 
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（２）熊本県の売上の回復状況 

 昨年 6月（震災 1 年 2ヵ月）に当研究所が実施

した調査によると、売上の回復状況が東北と似て

いる。 

 留意したいのは、本県の状況より震災から 6年

が経過した東北の今の方が、売上の回復が進んで

いないように見えるところだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）発震後の東北の売上回復推移 

 発震後、売上が回復しているのは建設業の 7割

である。 

 建設業以外の産業で、売上が回復しているのは

3 割に止まり、2015年（震災から 4年目）から減

少傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）明と暗 

震災後の売上の回復状況は、東北でも熊本でも

全産業共通して、明暗が分かれている。建設業で

さえ、同様だ。 

生産能力が 100％回復しても、東北の事業所の

売上の回復に明と暗を分けているのは、「従業員の

不足」54.3％、そして「既存顧客の喪失」42.1％

（東北経済産業局アンケート）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

売上の回復は、二極分化。
熊本県（1年2ヵ月後）
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図表６ 東北の売上回復（100％以上）の推移 

図表５ 熊本県の売上の回復状況 

図表７ 東北の業種別の売上の回復状況 

図表８ 熊本県の業種別の売上の回復状況 

資料：当研究所2017年 6月アンケート 

資料：図表5に同じ 

資料：図表4に同じ 

資料：図表4に同じ 
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 当研究所は、ホームページ上に、 

「事業ニーズ共有化システム」を提供 

している。 

農林漁業、企業、医療・福祉、教育、 

金融など、様々な事業所（含む個人）に 

ご参加を頂き、事業ニーズ、そして特技 

やアイディア等の情報を持ち寄り共有し、 

相互に連携して課題を解決する「場」 

として活用頂きたい。 

ご利用は無料で、風評リスクや悪意 

の第三者を遮断するため、組合や商工 

会等（当研究所を含む）の会員に限定 

している。 

 

 

 

 

●システム概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ご意見・お申込み等 
業種・業態を超えて、これまでにない価値を生

み出す連携が広がればと考えている。 

お申し込みは下記電話もしくはＦＡＸ・ＨＰにて 

ＴＥＬ０９６（３２６）８６３４ 

ＦＡＸ０９６（３５９）７２２６ 

 

４．異業種連携の行動を 

 以上  

 

 

➢東北の今に学ぶべきは、従来の延長線での個々の努力だけで乗り越えられるハードルでは無いという

問題意識の共有だと考える。 

＜方針＞
１．相談者及び提案者・サプライヤーは、商工会会員等及び弊研究所会員とする。
２．本システムの利用は無料。 ３．システムの運営管理は、弊研究所が担当。

Ａ事業所

Ｂ事業所

Ｃ事業所

Ｄ事業所

Ｅ事業所

バリューチェーン
（価値連鎖）

Ｅ個人

相談者 提案者
サプライヤー

事業ニーズ 主な内容

１．生産要素 人手、人材、設備、資金、技術、情報、ｅｔｃ

２．マーケティング 商品、価格、販路、販促、出店、市場、海外、ｅｔｃ

３．マネジメント コストコントロール、コミュニケーション、運営管理、ｅｔｃ

ニ
ー
ズ

サ
プ
ラ
イ

 

ご利用 

無 料 

会員番号

主な事業
従業員数
その他

ＩＤ登録

課題解決者

海外への関心
必要な海外情報

アイディア・技術の商品化
助言を受けたい内容
その他困っていること等

主な事業
従業員数
その他

相談者

ＩＤ登録

事業ニーズ公開
（個社名非表示）

閲覧者

サプライ

提案

当研究所ＨＰ

採用の判断

採用の可否

回答

商工会会員等

商工会等入会

地域の事業者

会員

ＮＯ

ＹＥＳ

①

②

③

④

⑤
悪意の第三者を遮断するため、本システムの  

ご利用は組合や商工会等（当研究所を含む）の会

員に限定する必要があると考えています。 

※なお、所属される組合や商工会等のご協力をい

ただけることが前提となります。 


